
平成１７年 年末一時金

要求・妥結状況調査（最終集計）

福岡県労働政策課では、県内に事業所をおき労働組合のある企業２９３社

（従業員数３００人以上の大手１４６社、３００人未満の中小１４７社）を対

象として、毎年、年末一時金の要求・妥結状況調査を実施している。

調査対象企業のうち、回答のあった２１６社について集計を行った結果は次

のとおりである。（集計は、平成１８年１月３１日現在）

１ 平均要求額

（１）平均要求額は、６１９，５７１円となっている。

（２）要求額が最も高いのは、情報通信業で１，２４４，８０３円、次い

で教育、学習支援業で９０２，５４６円、鉄鋼業で８０４，０７５円の

順となっている。

逆に、最も低いのは、飲食店、宿泊業で２４０，１３６円、次いで木

材・家具業で３７５，１８３円、パルプ・紙業で４５３，０７２円の順

となっている。

（３）規模別にみると、大手１１５社の平均要求額は６６４，５４１円とな

っている。一方、中小１０１社の平均要求額は５７０，５５３円となっ

ている。



２ 平均妥結額

（１）平均妥結額は、５４５，０９７円、２．１４ヵ月分となっている。

前年（平均妥結額５１８，３４３円）と比べると、２６，７５４円上回

っており、増加率５．１６％となっている。

（２）妥結額が最も高いのは、情報通信業で１，１６１，９４４円、次いで

教育、学習支援業で９７３，９３３円、化学・石油業で７４９，１０５

円の順となっている。

逆に、最も低いのは、飲食店、宿泊業で２２５，４３１円、次いで木

材・家具業で３０９，２２１円、パルプ・紙業で４０９，７２４円の順

となっている。

（３）対前年増加率が最も高いのは、鉄鋼業で２４．５０％、次いで窯業・

土石業で１８．７０％、一般機械器具業１４．８９％の順となっている。

逆に、最も低いのは、木材・家具業△１１．３６％、次いで飲食店、

宿泊業で△３．２３％、金融・保険業△２．１３％の順となっている。

（４）規模別にみると、大手１１５社の平均妥結額は５９５，０３５円

（２．２１ヵ月分）で、前年（平均妥結額５５６，００１円）を

３９，０３４円上回っている。対前年増加率７．０２％である。

また、中小１０１社の平均妥結額は４８８，２３６円（２．０４ヵ月

分）で、前年（平均妥結額４７１，９９４円）を１６，２４２円上回っ

ている。対前年増加率３．４４％である。

平均妥結額を比較すると、大手が中小を上回っており、その差は

１０６，７９９円となっている。

（５）地区別にみると、妥結額は高い方から北九州、筑後、福岡、筑豊の順

となっている。

大手では北九州、筑後、福岡、筑豊の順となっているが、中小では筑

後、福岡、筑豊、北九州の順となっている。


